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   令和元年度「子どもの未来応援プラン」の事業実施状況について 

本市では、生まれ育った家庭の事情等により進学を諦めたり、学習の継続が困難になるなど、いわゆる「子

どもの貧困」問題がクローズアップされている実情を踏まえ、平成３０年３月に「東大阪市子どもの未来応援

プラン」を策定し、子どもたちの生活や成長を権利として保障する観点から、成長段階に応じた切れ目のない

施策の実施や、子どものみならず、その保護者の生活や就労を応援していくことにも視点を置き、全庁的な支

援体制の構築を目指してまいりました。 

本計画は、「子供の貧困対策に関する大綱」にある重点的支援方針に沿ってさまざまな施策・事業を体系化

し、（１）教育の支援、（２）生活の支援、（３）保護者に対する就労の支援、（４）経済的支援を柱として、子

どもの貧困状況を防ぎ、健やかな成長を支援するために多分野の連携による包括的な取組を行うものです。こ

の度、令和元年度について各事業の実施状況の主なものについて公表します。 

１．計画の基本目標 

基本目標 すべての子どもたちが夢と希望を持って成長できるまち 

基本的な姿勢 

・東大阪市全体での取組へ 

・今、そこにある子どもの貧困へ向き合う 

・貧困の予防・世代間連鎖の解消 

・市民参加型による支援へ向けた意識の醸成 

施策の基本的な 

方向 

（１）教育の支援～まなびを応援～ 

 ①経済的な事情等により子どもが就学や進学を諦めることがなく、すべての

子どもたちに等しく教育の機会が開かれるような教育の支援 

 ②スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等の配置や相談窓口

の周知 

（２）生活の支援～くらしを応援～ 

 ①子ども本人はもとより、保護者を含め、家庭全体を自立に向けて包括的に

支援 

 ②生活に困難等がある家庭の自立を支援 

 ③子育てに関する情報提供や養育についての相談、助言 

 ④相談窓口をつなぐ仕組みを構築 

 ⑤子どもたちが安心してのびのびと過ごすことができる居場所の設置を促進

（３）保護者に対する就労の支援 

 ①主にひとり親家庭や生活保護を受給している家庭を対象に、就業を軸とし

た自立支援 

（４）経済的支援 

 ①主にひとり親家庭や生活保護制度を受給している家庭を対象に、子どもた

ちの未来が家庭の経済状況によって左右されることのないように支援 
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２．主な事業の実績 

計画の第４章具体的な取組に掲載されている、子どもの貧困対策に関する実施事業の主な実績を紹介します。

１）教育の支援 ～まなびを応援～ 

 ①学校等での子どもへの支援 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

学びのトライ

アル事業 

生涯学習にもつながる

「自ら学ぶ力」を育成す

ることを目的に、学校図

書館整備をはじめとする

学びの環境づくりや家庭

学習をはじめとする学習

習慣づくり、そして子ど

もたちが積極的に学ぼう

とする授業づくり等、学

力向上につながるさまざ

まな取組を行っていま

す。 

○学力向上支援コーディ

ネーターを中心に、組織

的な取組みを継続して進

めている。（先進校の実践

報告及び視察） 

○「東大阪市教育フォー

ラム」では、学力向上、

ＩＣＴ活用及び小中一貫

教育をテーマに実践報告

及び講演会を行った。 

○小学校普通教室に電子

黒板を設置し、活用促進

に向けた研修を実施し

た。 

○「標準学力調査」を実

施し、児童の学習状況を

把握し、授業改善につと

めた。 

○英語検定受検料補助事

業を行い、自ら英語力向

上を図るため英語検定を

受検する生徒を支援し

た。 

○学力向上支援コーディ

ネーターを中心に、組織

的な取組みを継続して進

めている。（先進校の実践

報告及び視察）

○「東大阪市教育フォー

ラム」では、学力向上、

ＩＣＴ活用及び小中一貫

教育をテーマに実践報告

及び講演会を行った。

○小学校普通教室に電子

黒板を設置し、活用促進

に向けた研修を実施し

た。

○「標準学力調査」を実

施し、児童の学習状況を

把握し、授業改善につと

めた。

○検定受検料補助事業を

行い、自らの漢字の力や

英語の力の向上を図るた

め、検定を受検する児

童・生徒を支援した。

学校教育推

進室

スクールカウ

ンセラーの配

置 

児童・生徒のいじめや不

登校、問題行動等への対

応にあたって児童・生徒

の臨床心理に関して高度

な専門的知識・経験を有

するスクールカウンセラ

ーを配置する。 

・全中学校区に府費で、

日新高等学校には市費で

スクールカウンセラーを

配置。 

カウンセラー相談回数 

児童生徒より延 1,873 回 

保護者より  延 1,255 回 

教員より    延 3,865 回 

・全中学校区において、

定期的に開催されるいじ

め・長欠・不登校対策ブ

・全中学校区に府費で、

日新高等学校には市費で

スクールカウンセラーを

配置。 

カウンセラー相談回数 

児童生徒より延 1,513 回 

保護者より 延 1,226 回 

教員より  延 4,536 回 

・全中学校区において、

定期的に開催されるいじ

め・長欠・不登校対策ブ

学校教育推

進室 



3

ロック会議にスクールカ

ウンセラーが参画。 

・府費により配置してい

るスクールカウンセラー

が減少し、相談件数が減

少した。 

ロック会議にスクールカ

ウンセラーが参画。 

スクールソー

シャルワーカ

ーの配置 

児童・生徒のいじめや不

登校、問題行動等への対

応にあたって福祉的な専

門的知識・経験を有する

スクールソーシャルワー

カーを配置しています。 

・7小学校を拠点校にスク

ールソーシャルワーカー

を配置。 

・園児・児童・生徒のケ

ース会議に、スクールソ

ーシャルワーカーを派

遣。（いじめ・不登校・虐

待など） 

・全中学校区において、

定期的に開催されるいじ

め・長欠・不登校対策ブ

ロック会議に、派遣要請

に応じてスクールソーシ

ャルワーカーが参画。 

・9小学校を拠点校にスク

ールソーシャルワーカー

を配置。 

・園児・児童・生徒のケ

ース会議に、スクールソ

ーシャルワーカーを派

遣。（いじめ・不登校・虐

待など） 

・全中学校区において、

定期的に開催されるいじ

め・長欠・不登校対策ブ

ロック会議に、派遣要請

に応じてスクールソーシ

ャルワーカーが参画。 

・福祉との接続のため、

関係機関と連携、同行支

援等を行った。 

学校教育推

進室 

スクールサポ

ーターの配置 

学校園における課題の改

善を図るため、その状況

に応じて園児・児童・生

徒への教育支援（学習補

充・特別支援教育・日本

語指導・クラブ指導等）

を行うスクールサポータ

ーを配置しています。 

学校園における様々な課

題（学習補充・特別支

援・日本語指導・クラブ

活動等）の改善を図るた

め、学校からの要望に基

づき、スクールサポータ

ーを配置し、教育支援を

行った。 

学校園における様々な課

題（学習補充・特別支

援・日本語指導・クラブ

活動等）の改善を図るた

め、学校からの要望に基

づき、スクールサポータ

ーを配置し、教育支援を

行った。

学校教育推

進室

不登校総合対

策事業 

東大阪市内の 25 中学校区

全てを重点ブロックと位

置づけ、スクールカウン

セラーやスクールソーシ

ャルワーカー等を活用

し、定期的に幼小中の連

携会議を実施していま

す。また、ブロック代表

者会議で各中学校区の取

組等を集約し、教育相談

・小中学校の不登校対策

担当者連絡協議会を 3回

実施。 

・各中学校区において、

いじめ・長欠・不登校対

策ブロック会議を定期的

に開催。 

・スクールカウンセラー

やスクールソーシャルワ

ーカーが、ブロック会議

・小中学校の不登校対策

担当者連絡協議会を 2回

実施。

・各中学校区において、

いじめ・長欠・不登校対

策ブロック会議を定期的

に開催。

・スクールカウンセラー

やスクールソーシャルワ

ーカーが、ブロック会議

学校教育推

進室

教育センタ

ー 
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機能の充実、教職員の資

質向上を図っています。 

やケース会議に参画。 やケース会議に参画。

教育支援セン

ター事業 

「適応指導教

室」 

不登校児童生徒の集団生

活への適応、情緒の安

定、基礎学力の補充、基

礎的生活習慣の改善のた

めの相談・指導を行うこ

とにより、児童生徒の学

校復帰や社会的自立をめ

ざします。 

入室者数 18 名 

不登校改善率 94％（部分

復帰 17 人） 

中学校 3年生の進路状況

100％ 

入室者数 20 名

不登校改善率 90％（部分

復帰 18 人）

中学校 3年生の進路状況

100％

教育センタ

ー

教育・発達相

談事業、「相

談員派遣事

業」、「電話

相談」 

教育センターの相談員を

派遣し、市立学校園にお

ける相談機能の充実を図

ります。また、子どもや

保護者・市民向けの電話

相談窓口を設置し、子ど

も自身が抱える悩みや子

どもの養育上の悩みに関

する相談を行います。 

相談員派遣 活動回数

5,653 回 

電話相談回数（いじめ・

悩み 110番、子どもの悩
み相談）119 回

相談員派遣 活動回数 

5,243 回

電話相談回数（いじめ・

悩み 110番、子どもの悩
み相談）122 回

教育センタ

ー

家庭文庫育成

事業 

地域で絵本・児童書と子

どもたちを結びつけ、図

書館から遠い地域でもよ

り豊かな読書環境を整備

するため図書資料の提供

を行っています。 

449 冊の本を購入 466 冊の本を購入 社会教育課

留守家庭児童

育成事業 

労働等により昼間家庭に

いない保護者を持つ児童

に対し、小学校の余裕教

室等を活用して児童の安

全確保と遊びを主とした

生活指導を行い、児童の

健全育成を図るための事

業です。本市では、平成

３０年度から公募により

選定された事業者が運営

主体となり、市の委託を

受けて学校敷地内で運営

しています。 

在籍児童数 3,632 人 

（平成 30年 5月 1日現

在） 

在籍児童数 3,951 人

（令和元年 5月 1日現

在）

青少年教育

課
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現在、本市では５０クラ

ブを開設しており、内３

１クラブは民間事業者、

１３クラブはＮＰＯ法

人、６クラブは一般社団

法人が運営しています。 

 ②就学支援の充実 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

幼稚園就園奨

励費補助 

幼稚園教育の振興と保護

者の負担軽減を図るた

め、園児の世帯の市町村

民税課税額に応じて補助

金を交付しています。 

1,594 件、241,737,800 円

の補助金支給を実施 

1,594 件、83,328,700 円

の補助金支給を実施 

施設給付課

保育料減免 保育所（園）、公立幼稚

園、認定こども園及び小

規模保育施設の保育料に

ついて、申請の上、市が

定める条件に該当する際

に減額を行っています。 

292 件（児童）減免適用、

6,087,370 円の減免を実施

194 件(児童)減免適用、

3,145,460 円の減免を実施

施設給付課

就学援助制度 市立小・中学校に子ども

を就学させることが経済

的に困難な保護者に、学

校の費用の一部を援助す

る制度です。 

平成 30 年度 小学校支給

人数 5,792 人 

平成 30 年度 中学校支給

人数 2,549 人 

令和元年度 小学校支給

人数 5,397 人 

令和元年度 中学校支給

人数 2,396 人 

学事課 

東大阪市立障

害児者支援セ

ンター レピラ

発達の遅れや、心身に障

害のある子どもについて

の総合的な支援をする施

設です。診療、療育、訓

練等を行い、子どもの発

達や障害に関する相談を

行っています。 

平成 30 年度実績 

受付件数 445 件 相談延

べ件数 2,480 件 

就学前の相談が 48％であ

った。 

令和元年度実績 

受付件数 430 件 相談延

べ件数 2,573 件 

就学前の相談が 47％であ

った。 

子ども家庭

課 

③大学等進学に対する教育機会の提供 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

東大阪市奨学

金制度 

経済的な理由で就学が困

難な方に対して、選考の

上、無利子で奨学金をお

貸しする制度です。卒業

後には、返還の義務が生

じます。 

平成 30 年度奨学金 139

人

平成 30 年度入学準備金 

14 人

令和元年度奨学金 115 人 

令和元年度入学準備金 23

人 

学事課 
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母子父子寡婦

福祉資金の貸

付 

母子家庭の母、父子家庭

の父、寡婦の方等を対象

として、修学資金・就学

支度資金等を貸付する制

度です。 

※貸付金には、有利子・

無利子のものがありま

す。 

新規貸付 2 件  

1,023,000 円 

継続貸付 36 件 

27,640,200 円 

新規貸付 5件  

3,624,000 円 

継続貸付 13 件 

9,751,200 円 

子ども家庭

課 

④生活困窮世帯への学習支援 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

生活困窮者自

立支援事業

（学習等支援

事業） 

生活保護世帯や生活困窮

世帯等の子どもたちの健

やかな育成を推進するた

め、学習支援や子どもへ

の居場所の提供等の取組

により、貧困の連鎖の防

止に繋げることを目的と

し、中学生を対象に事業

を実施しています。 

毎週木曜日に本庁もしく

はユトリートにて、中学

生を対象に実施。

毎週木曜日に本庁もしく

はユトリートにて、中学

生を対象に実施 

生活支援課

⑤その他の教育支援 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

早寝・早起

き・朝ごはん

運動 

市内在住の幼稚園児・

保育所（園）児・認定

こども園児、小中高生

の生活リズムを整え、

健康増進を図ることを

目指して取り組んでい

る事業です。啓発ポス

ターの配布や、機会の

あるごとに市内各種団

体への協力の呼びかけ

等を実施しています。

・早寝・早起き・朝ごはん

に関するポスターを作成

し、小・中学校に配布し

た。

・家庭教育の手引書を

5,200 部作成し、新 1年生

保護者と教職員、子どもに

関わる市内教育関係施設・

団体に配布した。

・平成 27年度より、「東大

阪市家庭教育支援に係る検

討会議」を設置し、東大阪

市における家庭教育支援の

在り方について、教育委員

会全体で継続的に検討・議

論を行っている。(平成 30
年度会議開催 1回）

・家庭教育手帳を 5,200 部

作成し、新 1年生保護者と

教職員、子どもに関わる市

内教育関係施設・団体に配

布した。 

・新たな取り組みとして、

市立小・中学生を対象に

「早寝・早起き・朝ごは

ん」ポスターコンクールを

実施、小学生の部・中学生

の部各々において選ばれた

最優秀作品をもとにポスタ

ーを作成し、市立小中学校

に掲示してもらった。 

・「東大阪市家庭教育支援

に係る検討会議」を開催し

た。(令和元年度会議開催 1

回） 

青少年教育

課 
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ブックスター

ト事業 

各保健センターで実施

する乳幼児（4か月）

健診の際に、全世帯に

絵本を配布し、1人 1

人に読み聞かせを実施

し、親子が絵本を介し

お互いの肌の温もりを

感じながら、楽しいひ

とときを共有し、親子

がふれあう「親と子の

本の時間」を応援して

います。 

全 96 回 4ヵ所（西保健セン

ター、中保健センター、盾

津鴻池公民分館分室、東保

健センター）で実施。 

絵本配布冊数 3,361 冊

全 77 回 3ヵ所【3月は未実

施】（西保健センター、中

保健センター、東保健セン

ター）で実施。 

絵本配布冊数 2,953 冊 

社会教育課

キャリア教育

推進事業 

子どもたちが地元を大

切に思う心「地尊感

情」を育むキャリア教

育の推進を目的に以下

の事業を実施していま

す。 

①キャリア教育プログ

ラムの充実 

②教職員向け『キャリ

ア教育研修』の実施 

③経済部と連携してモ

ノづくり体験教室の推

進 

・中学校区においてキャリ

ア教育の年間計画を策定

し、計画に基づいた取組を

実施。 

・幼こ小中高の教職員向け

研修を 2回実施。 

・小学校を対象に、モノづ

くり体験教室等のキャリア

教育を実施。 

・中学生 1・2年生対象に、

阪大医学部の体験学習を実

施。45 組 90 名の中学生と

保護者が参加。

・中学校区においてキャリ

ア教育の年間計画を策定

し、計画に基づいた取組を

実施。 

・市教委内プロジェクトチ

ームにより、東大阪市版キ

ャリアパスポートを作成。 

・教職員への「中小企業フ

ィールドワーク研修」を実

施。 

・東大阪市立中学校に在籍

する中学生対象に阪大医学

部の体験学習を実施。48組

96 名の中学生と保護者が参

加。 

・小学校を対象にものづく

り体験教室等のキャリア教

育を実施。 

学校教育推

進室 

インターンシ

ップ体験活動 

市立高校の生徒が自己

の職業適性や将来設計

について考え、確かな

職業観、勤労観の育成

のため、庁内及び関係

施設において職場体験

を行っています。 

2 年生 3名が、健康福祉局

健康部保健所にて、インタ

ーンシップを実施。保健セ

ンター業務補助を行なっ

た。 

東大阪市役所健康部保健所

にて、日新高等学校 2年生

3名がインターンシップを

実施。保健センターの業務

補助を行った。 

学校教育推

進室 

小中学校にお

ける体験学習

（職場体験

等） 

【小学校】 

小学校では、商業に結

びつくキッズマートや

米作り等の体験学習・

小学校では、ものづくり等

の体験学習や社会見学、聞

き取り学習等を実施。

小学校では、ものづくり等

の体験学習や社会見学、聞

き取り学習等を実施。 

学校教育推

進室 
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ものづくり体験や工場

の社会見学・職業人へ

の聞き取り学習に取り

組んでいます。 

【中学校】 

中学校では職業調べ、

キャリアデイとして職

業人の話を聞く学習・

「職場体験学習」等を

行っています。 

中学校では、1,307 事業所

で 3,706 人が職場体験学習

を実施。

中学校では、1,245 事業所

で 3,504 人が職場体験学習

を実施。 

２）生活の支援 ～くらしを応援～ 

 ①保護者の生活支援 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

生活保護制度 病気になったり、職を

失ったり、その他さま

ざまな事情で生活が苦

しくなり、努力しても

なお、生活ができない

ときに、世帯の生活を

援助し、自立した生活

を送れるように支援す

るための制度です。各

福祉事務所にて相談支

援を行っています。 

生活保護実績世帯 

総数：14,273 世帯 

高齢世帯:7,730   

母子世帯:998  

障害者世帯:1,634  

傷病者:1,578   

その他世帯 2,273  

医療単体:400 

生活保護実績世帯 

総数：14,002 世帯 

高齢世帯:7,765   

母子世帯:870  

障害者世帯:1,653 

傷病者:1,534   

その他世帯 2,180 

生活福祉課

各福祉事務

所 

生活困窮者自

立支援制度 

生活困窮者自立支援法

に基づき、相談窓口を

設置しています。生活

に困っている方に対

し、相談を受けて支援

プランを共に考え、就

労支援や家計の見直

し、債務整理等、自立

に向けた支援をするこ

とで生活再建をすすめ

ていくものです。個別

の事情に対し、他機関

と連携する場合もあり

ます。 

直営と委託の 2種類の事業

があり、直営では法に基づ

く相談や関係機関との連携

を行って対応している。委

託部分では、住居確保給付

金窓口や就労準備支援、家

計相談、一時生活支援等を

行っている。平成 30 年度

の総相談件数は 874件で相

談業務として着実に実施で

きている。 

直営と委託にて事業を運営

しており、直営では法に基

づく相談や関係機関との連

携を行って対応している。

委託部分では、住居確保給

付金窓口や就労準備支援、

家計相談、一時生活支援等

を行っている。令和元年度

の総相談件数は約 986 件

で、相談業務として着実に

実施できている。 

生活支援課
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がん検診・成

人歯科健診事

業 

がんの早期発見、早期

治療を目的にがん検診

を実施しています。

（女性は 20 歳以上で子

宮がん、40 歳以上乳が

んで２年に１回）、そ

の他、40歳以上の肺、

大腸、胃のがん検診を

実施。自己負担は非課

税、生活保護世帯は無

料です。成人歯科健診

は 30歳以上の５歳刻み

の年齢で無料で実施し

ています。 

※年齢の上限あり。 

がん検診受診率 

胃がん 13.2％ 

肺がん 14.1％ 

大腸がん 14.6％ 

子宮がん 23.2％ 

乳がん 20.4％ 

成人歯科検診受診者数 

2,486 人 

20 歳女性に子宮がん、40

歳女性に乳がんの無料クー

ポン券を発送。

胃内視鏡未受診者のうち

62,64,66,68 歳の方に、大

腸がん検診未受診者のうち

50,55,60,65 歳の方に、子

宮頸がん未受診者のうち

30 歳の方に、乳がん検診

未受診者のうち

42,44,46,48 歳の方に受診

勧奨を実施。そして、乳が

ん検診の無料クーポン券未

利用者においては受診再勧

奨を実施した。

受診しやすい環境整備とし

て、協会けんぽの被扶養者

に特定健診と乳がん・大腸

がんのセット検診を 2日

間、各午前・午後の 4回実

施した。 

成人歯科健診については引

き続き、満 30歳から満 70

歳までの 5歳刻みの方と満

75 歳、満 80 歳の方で生活

保護受給者の方を対象者と

して実施。チラシを作成し

て勧奨を実施している。 

健康づくり

課 

育児支援すく

すく事業 

適切な保育を必要とし

ている親子等に保育所

（園）を開放し、保育

所（園）児との交流を

通じて、保護者に対し

て育児の仕方等につい

て相談助言等を行って

います。 

保護者支援、子どもの発達

支援などの要件で、保健セ

ンターと連携し選定された

親子が、少人数の教室に続

けて参加することにより、

親子ともに自信をつけ、大

勢の場所に出られるように

なった、成長できたと喜ば

れている。 

保護者支援、子どもの発達

支援などの要件で、保健セ

ンターと連携し選定された

親子が、少人数の教室に続

けて参加することにより、

親子ともに自信をつけ、大

勢の場所に出られるように

なった、成長できたと喜ば

れている。 

施設給付課

保育課 

地域子育て応

援団事業 

事業者等に協力会員に

なっていただき、「地

域子育て応援団」とし

て子育てサポーターへ

子育てアプリにおいてはダ

ウンロード数を増やすため

の周知を行った。また、改

善するためのアンケートを

子育てアプリについて、平

成 30年度に行ったアンケ

ートをもとにシステムの改

修を実施した。また、出産

施設給付課
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つなぐなど、地域全体

でサポートする仕組み

づくりを行っていま

す。また、子育て情報

をウェブサイトや冊

子、メールマガジン等

によって提供し、地域

の子育てを支援してい

ます。 

実施した。 記念品事業を開始した。 

令和元年度アプリダウンロ

ード件数：1,450 件 

令和元年度出産記念品配布

件数：2,070 セット 

保育所地域活

動事業 

保育所（園）におい

て、園庭開放（赤ちゃ

ん教室、土曜自由来所

も含む）等で親子で遊

ぶ場を設定したり、育

児不安を持つ保護者等

に対し情報の提供や育

児相談等をすることで

子育て支援を行ってい

ます。 

担当者が、様々な遊びや自

由に遊ぶ時間を提供した

り、保育所(園)の園児の様

子、保育士のかかわりを見

て、母親が子育てについて

学んでいく。また、気にな

る親子については、子育て

サポーター(利用者支援事

業)と連携をとり、適切な

機関につなげていく。 

担当者が、様々な遊びや自

由に遊ぶ時間を提供した

り、保育所(園)の園児の様

子、保育士のかかわりを見

て、母親が子育てについて

学んでいく。また、気にな

る親子については、子育て

サポーター(利用者支援事

業)と連携をとり、適切な

機関につなげていく。 

施設給付課

保育課 

子育て短期支

援事業（ショ

ートステイ、

トワイライト

ステイ） 

【ショートステイ】 

保護者が出産・疾病・

看護、事故及び災害等

の理由により一時的に

家庭において養育でき

ない場合に、７日以内

の範囲で子どもを預か

り養育を行っていま

す。 

【トワイライトステ

イ】 

保護者が仕事のため帰

宅が夜間になる場合

や、休日に不在となる

場合等に、夕刻から夜

までの間、子どもを預

かり養育を行っていま

す。 

実施施設  

児童養護施設 5施設・乳児

院 1施設 

利用実績  

ショートステイ 45人、 

延 328 日 

トワイライトステイ 0人、 

延 0日 

実施施設  

児童養護施設 5施設・乳児

院 1施設 

利用実績  

ショートステイ 28人、 

延 229 日 

トワイライトステイ 0人、

延 0日 

子ども相談

課 

地域支援課

子育てサーク

ルへの支援 

子育てに不安を持つ保

護者に対し、子育ての

アドバイスや相談に応

じるとともに、個々の

子育て支援センターや保育

所園庭開放、赤ちゃん教室

などで繋がった親子が、子

育て仲間として集う。子育

子育て支援センターや保育

所園庭開放、赤ちゃん教室

などで繋がった親子が、子

育て仲間として集う。子育

施設給付課

社会福祉協

議会 

保育課 
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親子をつなげ、子育て

サークルとしての活動

へ導くため、子育ての

つどいを開催していま

す。また既に活動して

いるサークルに対し

て、保育士、保健師の

派遣、遊具や活動する

部屋の貸出等を行い、

サークル作りや運営の

アドバイスをしていま

す。 

ての悩みを共感しあえるこ

とで、子育ての孤独感、負

担感が軽減され、母親の居

場所となっている。また、

母親自身の自己肯定感にも

つながっていくと思われ

る。 

ての悩みを共感しあえるこ

とで、子育ての孤独感、負

担感が軽減され、母親の居

場所となっている。また、

母親自身の自己肯定感にも

つながっていくと思われ

る。 

子育てサークル支援事業と

して、「子育てのつどい」

を 14回開催。延べ参加者

573 名 

年度始めサークル登録時

に、記念品を配布。サーク

ル活動に活用できるものを

配布することで子育て中の

保護者の支援をする。 

母子保健・

感染症課 

保健センタ

ー 

地域子育て支

援拠点事業 

【地域子育て支援セン

ター事業】 

地域全体で子育てを支

援する基盤づくりのた

め、子育て支援センタ

ーを中心に子育て相

談、子育てサークルの

育成支援等地域の子育

て家庭への支援を行っ

ています。 

【つどいの広場事業】 

主に乳幼児を持つ親と

その子どもが気軽につ

どい、打ち解けた雰囲

気の中で交流し、育児

相談等ができる場を提

供しています。 

気軽に親子で遊びに行ける

場として、子育ての悩みを

相談できる場所として、保

護者の要求に応じて、広い

子育て支援センター、こじ

んまりとした雰囲気のつど

いの広場を選び通ってい

る。スタッフとの信頼関係

ができてくると、様々な相

談もできる。長い間通い、

母親自身の居場所となり、

子育てを楽しめるようにな

っていく。 

気になる親子については、

子育てサポーター(利用者

支援事業)と連携をとり、

適切な機関につなげてい

く。 

子育て支援センター 利用

者数 100,076 人  

つどいの広場延べ利用組数

35,948 組 

施設給付課

保育課 
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 ②子どもの生活支援 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

ひきこもり等

子ども・若者

支援事業 

来所による相談等によ

り、ひきこもり状態か

ら脱出できるように支

援を行うもので、社会

復帰へとつなげること

を目的としています。

相談件数 878 件 

実相談人数 63 人 

相談件数 1,126 件 

実相談人数  86 人 

青少年教育

課 

③関係機関が連携した包括的な支援体制の整備 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

小地域ネット

ワーク事業 

地域の高齢者、障害者

（児）、及び子育て家

庭等支援を必要とする

人が安心して生活でき

るように、地域住民に

よる「支え合い」「助

け合い」活動を展開

し、あわせて地域にお

ける福祉の啓発と住み

よい福祉のまちづくり

を進めています。 

子育て中の親に対する個別

援助活動

延 4,340 回 

グループ援助活動（子育て

サロン）の参加者 

延 2,602 人 

子育て中の親に対する個別

援助活動 

延 18,893 回 

グループ援助活動（子育て

サロン）の参加者 

延 2,573 人 

地域福祉課

地域における

相談機能の充

実 

地域における民生委

員・児童委員、主任児

童委員、母子福祉推進

委員が、ひとり親家庭

の抱えている悩みにつ

いて相談に応じ、各種

サービスの紹介等関係

機関と連携して見守っ

ています。 

・民生委員・児童委員によ

る相談支援件数

18,890 件 

 (主な内訳) 

高齢者に関すること  

12,233 件 

障害者に関すること     

452 件 

こどもに関すること   

3,424 件 

その他          

2,781 件 

・母子福祉推進委員による

相談件数 延べ 56 件 

・民生委員・児童委員によ

る相談支援件数 

21,233 件 

(主な内訳) 

高齢者に関すること  

12,762 件 

障害者に関すること     

656 件 

こどもに関すること   

3,887 件 

その他          

3,928 件 

・母子福祉推進委員による

相談件数 延べ 51件 

生活支援課

子ども家庭

課 

母子・父子自

立支援員によ

る相談活動 

各福祉事務所に配属さ

れた母子・父子自立支

援員が、母子父子寡婦

福祉資金の貸付等の手

続き業務をはじめ、住

相談件数  1,005 件 相談件数 785 件 子ども家庭

課 

福祉事務所
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宅や生活、子育ての問

題、就業相談・支援、

離婚・離婚前相談等、

ひとり親家庭に対して

自立に必要な情報提供

や相談にあたっていま

す。 

地域や関係機

関、団体との

連携した取組

の推進（愛ガ

ード運動推進

事業） 

地域で子どもを守る活

動と防犯教室をすすめ

ています。また、学校

園、少年サポートセン

ター、子ども家庭セン

ター、警察が情報交換

と連携を図っていま

す。 

・愛ガード運動について

は、51 小学校区で実施。 

・平成 30年度愛ガード運動

協力員登録者数 12,772 名

（平成 31年 3月末現在） 

・愛ガード運動について

は、51 小学校区で実施。 

・令和元年度愛ガード運動

協力員登録者数 12,959 名

（令和 2年 3月末現在） 

学校教育推

進室 

コミュニティ

ソーシャルワ

ーカーの配置 

援護を必要とする高齢

者や障害者、子育て中

の親等に対して、見守

りや課題の発見、相談

援助、必要なサービス

や専門機関へのつなぎ

等をするなど、要援護

者の課題を解決するた

めの援助を行っていま

す。 

・コミュニティソーシャル

ワーカー 

相談人数 1,088 人 

相談内容による分類  

50,268 件 

うち、子育て・子どもの教

育に関すること 1,124 件 

・コミュニティソーシャル

ワーカー 

相談人数 1,079 人 

相談内容による分類 

49,985 件 

うち、子育て・子どもの教

育に関すること 1,073 件 

地域福祉課

児童虐待防止

事業（東大阪

市要保護児童

対策地域協議

会） 

要保護児童対策地域協

議会の運営や、啓発活

動として子育て講演

会、研修会等に取り組

む一方、3地域（東・

中・西）会議におい

て、定期的に情報交換

や、事例検討に取り組

んでいます。毎年 11

月には虐待防止キャン

ペーンとして、関係機

関による啓発活動を実

施しています。 

代表者会議 1回 

調整会議 年 4回 

地区会議 各地区 各年 3

回 

実務者会議 各地区 各月

1～2回（月 15回） 

講演会 6回（参加者 243

名） 

事例検討会 8回

個別ケース検討会議 299

件 

11 月子ども虐待防止月間キ

ャンペーン 

代表者会議 1回 

調整会議 年 4回 

地区会議 各地区 各年 3

回 

実務者会議 各地区 各月

1～2回（月 15回） 

講演会 4回（参加者 148

名） 

事例検討会 2回

個別ケース検討会議 420

件 

11 月子ども虐待防止月間キ

ャンペーン 

子ども相談

課 

地域支援課
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④妊娠期から切れ目のない支援 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

保健師家庭訪

問事業 

主に妊娠時、新生児、

乳幼児期に住所地を担

当する保健師が家庭に

訪問して、心身の状

況、育児等について相

談に応じ、情報提供や

支援を行うとともに必

要な機関へのつなぎを

行っています。 

妊産婦 実 1,052 人  

延 1,499 人

新生児 実 340 人  

延 425 人

未熟児 実 274 人  

延 358 人

乳児   実 674 人 

 延 1,178 人

幼児   実 636 人  

延 1,127 人 

妊産婦 実 1,117 人   

延 1,679 人 

新生児 実 364 人    

延 440 人 

未熟児 実 250 人    

延 341 人 

乳児  実 750 人    

延 1,249 人 

幼児  実 707 人    

延 1,244 人 

母子保健・

感染症課 

保健センタ

ー 

妊婦健康診

査・妊婦歯科

健診・産婦健

診 

妊娠期には、健康で安

全な出産を迎えるため

の母体管理をするため

に産科医療機関での定

期的な受診が必要で

す。また、産後は心身

ともに健康で育児を行

うためにも産後健診

（平成 31年 1月より

産婦健康診査に変更）

を全産婦に受けていた

だくことが重要であ

り、経済的な負担を軽

減するために補助を行

っています。 

妊婦前期 3,330 件 

妊婦中期 3,199 件 

妊婦後期 2,971 件 

妊婦基本 延 29,956 件

多胎 15 件

妊婦補助券 26,159 件

産婦 ①475 件 ②295 件 

妊婦歯科 810 件 

（償還払い除く） 

妊婦前期 3,216 件 

妊婦中期 3,118 件 

妊婦後期 2,771 件 

妊婦基本 延 29,035 件

多胎 8 件

妊婦補助券 27,527 件

産婦 ①2,550 件②2,006 件

妊婦歯科 888 件 

（償還払い除く） 

母子保健・

感染症課 

保健センタ

ー 

乳児一般・後

期健康診査 

生後 1か月頃と生後 10

か月頃の成長や発達が

著しい時期に、それら

や育児の状況を確認す

るため、乳児一般・後

期健康診査を委託医療

機関で無料で実施しま

す。継続的に発達・発

育・育児の様子観察が

必要な家庭について

は、委託医療機関から

の連絡を受け、保健セ

ンターでの支援を行っ

ています。 

乳児一般健康診査  

2,900 件 

乳児後期健康診査  

2,893 件 

乳児一般健康診査 

2,776 件 

乳児後期健康診査 

2,914 件 

母子保健・

感染症課 

保健センタ

ー 
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乳幼児家庭全

戸訪問事業 

生後４か月までの乳児

がいる全ての家庭を訪

問し、さまざまな不安

や悩みを聞き、子育て

に関する情報提供や助

言を行うとともに、養

育困難な家庭に対して

は、早期に適切なサー

ビスに結びつけるよう

に支援しています。 

3,200 件 2,975 件 母子保健・

感染症課 

保健センタ

ー 

乳幼児（4か

月・1歳半・3

歳半）健康診

査 

乳幼児の月齢に応じた

発育・発達状況につい

て、体重・身長の計

測、医師・歯科医師の

診察、保健師、栄養

士、心理職等の専門家

による育児相談を行っ

ています。特に母子を

取り巻く育児環境は社

会情勢に影響を受ける

ため、必要に応じて個

別支援を健診後も継続

して丁寧に対応してい

ます。 

4 か月児健診 96 回  

受診児数 3,316 人

1 歳 6か月児健診 77 回  

受診児数 3,249 人

3 歳 6か月児健診 77 回  

受診児数 3,303 人 

4 か月児健診 77 回  

受診児数 2,932 人 

1 歳 6か月児健診 66 回  

受診児数 2,955 人 

3 歳 6か月児健診 65 回  

受診児数 2,951 人 

新型コロナウイルス感染拡

大を受け、3月実施予定の

健診は延期。 

母子保健・

感染症課 

保健センタ

ー 

児童虐待発生

予防システム

構築事業 

1 歳 6か月児健診及び

3歳 6か月児健診の未

受診家庭を民生委員・

児童委員が家庭訪問し

て、健診の受診をすす

め、必要な養育支援に

つなげています。 

家庭状況の把握ができ、健

診の受診や支援が必要な家

庭の早期発見につながっ

た。 

訪問依頼件数  

1 歳 6か月健診未受診  

17 件 

3 歳 6か月健診未受診  

14 件 

家庭状況の把握ができ、健

診の受診や支援が必要な家

庭の早期発見につながっ

た。 

訪問依頼件数  

1 歳 6か月健診未受診  

17 件 

3 歳 6か月健診未受診  

10 件 

地域支援課

子育て支援電

話相談事業 

子育てについての不安

や悩み・18 歳未満の子

どもに関する相談に、

休日・夜間を問わず 24

時間・365 日相談員が

電話で応じています

（必要に応じ東大阪市

児童養護施設に事業委託。 

延相談件数 535 件 

児童養護施設に事業委託。 

延相談件数 468 件 

子ども相談

課 
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内の関係機関をご案内

します）。 

養育支援訪問

事業 

本来児童の養育につい

て支援が必要でありな

がら、積極的に自ら支

援を求めていくことが

困難な状況にある家庭

に対し、家庭訪問を実

施することにより、当

該家庭が安定した乳幼

児の養育を行えるよう

に支援する。 

支援家庭  14 家庭 

延訪問回数 60 回 

支援家庭  20 家庭 

延訪問回数 91 回 

子ども相談

課 

地域支援課

母子保健・

感染症課 

保健センタ

ー 

ティーンズマ

マの会 

10 代で妊娠・出産した

母親を対象にして、親

子が集う会を設けてい

ます。仲間と一緒に季

節ごとのイベントを行

ったり、調理実習等を

通して食生活を見直す

機会や、子どもへの手

作りのおもちゃを作っ

たりしています。母親

にとって、会が居心地

のよい場となり、子育

てに関する知識や方法

を身につけることがで

きるように、保健師や

助産師、保育士がさま

ざまな相談やアドバイ

スを行っています。 

2 か所 24 回 実 21 組  

延 80 組 

2 か所 21 回 実 14 組  

延 75 組 

新型コロナウイルス感染拡

大のため 1回未実施 

母子保健・

感染症課 

保健センタ

ー 

⑤住宅の支援 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

市営住宅整備

事業 

東大阪市公営住宅等長

寿命化計画に基づき老

朽市営住宅の建替えを

行い、若年者世帯を含

む住宅に困窮している

若年者世帯への生活支援を

目的とし、「ともに 35 歳以

下の夫婦」、「ともに 35歳以

下の夫婦と子」又は「非婚

を含む 35歳以下のひとり親

若年者世帯への生活支援を

目的とし、「ともに 35歳以

下の夫婦」、「ともに 35歳

以下の夫婦と子」又は「非

婚を含む 35 歳以下のひとり

総務管理課
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低額所得世帯への良質

な住宅を供給していま

す。また、若年者世帯

への生活支援を目的と

し、「ともに 35 歳以

下の夫婦」、「ともに

35 歳以下の夫婦と

子」又は「非婚を含む

35 歳以下のひとり親

と子」で構成される世

帯を対象に入居から

10 年間の期限付き入

居を募集しています。

と子」で構成される世帯を

対象に入居から 10年間の期

限付き入居を募集した。 

平成 30 年度 4 戸募集 

親と子」で構成される世帯

を対象に入居から 10 年間の

期限付き入居を募集した。 

令和元年度 5戸募集 

住宅確保給付

金制度（生活

困窮者自立支

援制度） 

就労意欲のある 65歳

未満の方で２年以内に

離職または廃業により

家賃の支払いに困り、

住居を失った方、また

は失うおそれのある方

を対象に、一定期間、

住居確保給付金（限度

あり）を支給し、生活

の土台となる住居を確

保するとともに就職に

向けた支援を行ってい

ます。 

※給付要件あり。 

年間利用実人数：32 人 年間利用実人数：24 人 生活支援課

⑥相談機能の充実 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

すこやかテレ

ホン事業 

東大阪市青少年補導セ

ンター内にて、すこや

かテレホン相談員（市

少年補導員）が交代で

電話対応しています。

来所相談や、メールで

の相談も受付けていま

す。 

相談件数 33 件 相談件数 33 件 青少年教育

課 

児童家庭相談

事業 

市の児童虐待に係る通

告窓口であり、要保護

児童対策地域協議会の

相談件数は 3,101 件 相談件数は 3,280 件 子ども相談

課 

地域支援課
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調整機関である各福祉

事務所で、0歳から 18

歳までの児童及び家庭

に関する相談全般に応

じ、適切な窓口の紹介

や継続的な相談・支援

を行っています。 

虐待相談が 1,334 件で最も

多く、次いで言語発達障害

が 589 件 

虐待相談が 1,446 件で最も

多く、次いで言語発達障害

が 520 件 

教育・発達相

談事業「来所

相談」

子どもとその保護者に

対し、子どもの養育や

教育、発達に関する相

談を行います。 

来所相談 実施回数  

4,516 回 

来所相談 実施回数  

4,287 回 

教育センタ

ー 

東大阪市立男

女共同参画セ

ンター・イコ

ーラム（相談

事業）

男女共同参画社会を目

指し、さまざまな悩み

について、女性のため

の相談（電話、心理面

接、法律、労働、多言

語）、男性のための相

談（電話）を実施して

います。 

平成 30 年度電話相談件数

1,705 件、面談相談件数 592

件、法律相談件数 32 件、労

働相談件数 18件 

令和元年度電話相談件数

2,239 件、面談相談件数 510

件、法律相談件数 39 件、労

働相談件数 4件 

多文化共

生・男女共

同参画課 

ＤＶ対策事業 ＤＶに関する専門相談

を通じて、ＤＶ被害者

を支援しています。 

H30.4.1～H31.3.31 まで延

べ相談件数 508 件 

移送を伴う支援を 7回実施

した。 

H31.4.1～R2.3.31 まで延べ

相談件数 831 件 

移送を伴う支援を 17 回実施

した。 

多文化共

生・男女共

同参画課 

⑦子どもの居場所づくり（居場所づくりによる支援） 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

子どもの居場

所づくり支援

事業 

子どもの居場所づくり

を実施する地域のボラ

ンティアやＮＰＯ、事

業所等と協働し、意見

交換や情報共有を行う

ネットワークを構築し

ます。また、子どもた

ちの発想や思いが大切

にされるような居場所

づくりの支援を行いま

す。 

①東大阪市学習を伴う子ど

もの居場所づくり支援事業 

地域の社会福祉施設に協力

をいただき、施設内におい

て小学生を対象とした、子

どもたちの学習習慣の定着

や学習意欲の向上を目指し

た居場所づくりを平成 30年

10 月より市内 10 施設にて

実施した。 

②東大阪市食の提供を伴う

子どもの居場所づくり支援

事業 

①東大阪市学習を伴う子ど

もの居場所づくり支援事業 

地域の社会福祉施設に協力

をいただき、施設内におい

て小学生を対象とした、子

どもたちの学習習慣の定着

や学習意欲の向上を目指し

た居場所づくりを平成 30年

10 月より市内 10 施設にて

実施し、令和元年度も継続

した。 

②東大阪市食の提供を伴う

子どもの居場所づくり支援

事業 

子ども家庭

課 
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市内で子ども食堂を実施・

運営する団体に対して、子

ども食堂の運営に要する経

費の一部を補助金として交

付。補助金の交付にあたっ

ては、検便代や行事保険等

の安全・安心のための経費

を優先的な使途とし、残余

はその他経費に充当可能な

もの。補助額は、調理を伴

う場合は１開催当たり

7,000 円を、調理を伴わな

い場合は 3,000 円を補助。

平成 30 年度は 13 団体に補

助金の交付を行った。 

市内で子ども食堂を実施・

運営する団体に対して、子

ども食堂の運営に要する経

費の一部を補助金として交

付。補助金の交付にあたっ

ては、検便代や行事保険等

の安全・安心のための経費

を優先的な使途とし、残余

はその他経費に充当可能な

もの。補助額は、調理を伴

う場合は１開催当たり

7,000 円を、調理を伴わな

い場合は 3,000 円を補助。

令和元年度は、平成 30年度

からの継続 12団体に新たに

2団体を加えて、計 14団体

に補助金の交付を行った。 

３）保護者に対する就労の支援 ～家族の応援～ 

 ①保護者に対する就労の支援 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

母子家庭等就

業・自立支援

センター事業 

ひとり親家庭の親を対

象に就業支援講習会や

就業相談、法律相談等

を実施しています。 

就業相談 57 人 

就業支援講習会 

パソコン初級（ワード試験

対策、エクセル試験対策）

講座、介護職員初任者研

修、実務者研修、登録販売

者試験対策講座など 9講座 

50 人受講 

法律相談 56 人 

就業相談 71 人 

就業支援講習会 

パソコン初級（ワード・エ

クセル試験対策）講座、介

護職員初任者研修、実務者

研修、登録販売者試験対策

講座など 10 講座 40 人受

講 

法律相談 63 人 

子ども家庭

課 

母子・父子家庭

自立支援給付

金事業 

【自立支援教育訓練給

付金】 

母子家庭の母や父子家

庭の父が教育訓練講座

を受講した場合に当該

母子家庭の母や父子家

庭の父に対し経費の一

部を支給しています。

【高等職業訓練促進給

付金】 

・自立支援教育訓練給付金 

 13 件 491,070 円 

・高等職業訓練促進給付金 

 38 件 38,096,000 円 

・高等職業訓練修了支援給

付金 

  9 件 375,000 円 

・自立支援教育訓練給付金 

 10 件 513,374 円 

・高等職業訓練促進給付金 

 31 件 37,912,000 円 

・高等職業訓練修了支援給

付金 

 9 件 450,000 円  

子ども家庭

課 
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母子家庭の母や父子家

庭の父が就職の促進に

効果の高い資格の取得

を目指すために養成機

関で修業する場合に、

一定期間高等職業訓練

促進給付金を支給して

います。 

母子・父子自立

支援プログラ

ム策定事業 

児童扶養手当受給者の

自立を促進するため

に、個々の児童扶養手

当受給者の状況等に対

応した自立支援プログ

ラムを母子・父子自立

支援員が策定し、母子

家庭等就業・自立セン

ター事業等の活用やハ

ローワーク等の関係機

関との連携を図りなが

ら、きめ細かで継続的

な自立・就労支援を実

施しています。 

プログラム策定件数 15 件 プログラム策定件数 16 件 子ども家庭

課 

地域就労支援

事業 

障害者、ひとり親家庭

の親、中高年齢者等

で、就労意欲がありな

がら、さまざまな阻害

要因を抱えているため

就労できない就労困難

者等に対して就労支援

を行っています。 

新規登録者数 31 名 

相談件数 214 件 

就職者数 6名 

新規登録者数 34 名 

相談件数 252 件 

就職者数 7名 

労働雇用政

策室 

就活ファクト

リー東大阪の

運営 

39 歳以下の若者と女性

（女性は年齢制限無

し）を対象に、相談及

びキャリアカウンセリ

ング業務と各種セミナ

ー及び企業・人材交流

業務を実施していま

す。 

新規登録者数 1,079 名 

相談件数 665 件 

就職者数 362 名 

セミナー回数 151 回 

セミナー参加者数 1,523 名 

新規登録者数 907 名 

相談件数 548 件 

就職者数 639 名 

セミナー回数 125 回 

セミナー参加者数 1,319 名 

労働雇用政

策室 
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４）経済的支援 

 ①経済的支援 

施策名 内     容 平成３０年度事業実績 令和元年度事業実績 所管課 

母子福祉資

金、父子福祉

資金の貸付 

20 才未満の子どもを養

育している母子家庭、

父子家庭への貸付制度

です。 

（貸付の種類）修学資

金、就学支度資金、技

能習得資金、生活資金

など。 

新規貸付 2 件 1,023,000 円

継続貸付 36 件 27,640,200

円 

新規貸付 5 件 3,624,000 円

継続貸付 13 件 9,751,200

円 

子ども家庭

課 

福祉事務所

子ども医療費

助成事業

子どもが医療機関等で

受診したときに支払う

保険診療にかかる自己

負担金の一部と入院時

の食事代の自己負担金

を助成しています。 

※年齢制限あり。 

医療費：731,928 件 

食事代：4,440 件 

医療費：738,058 件 

食事代：4,369 件 

医療助成課

ひとり親家庭

医療費助成事

業 

児童扶養手当、遺族年

金等を受けている、も

しくはそれに準ずる基

準を満たすひとり親

（父、母または養育者

とその子）の方が、医

療機関等で受診したと

きに支払う保険診療に

かかる自己負担金の一

部を助成しています。

129,664 件 131,130 件 医療助成課

児童手当事業 家庭等における生活の

安定に寄与するととも

に、次代の社会を担う

児童の健やかな成長を

支援することを目的と

し、児童を養育してい

る父母、または父母に

代わってその児童を養

育している方に児童手

当を支給する制度で

す。支給期間は児童が

中学校修了前（15歳到

年度末受給者数 35,571 人 年度末受給者数 34,014 人 国民年金課
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達後最初の年度末）ま

でです。 

児童扶養手当

事業 

ひとり親家庭（父また

は母が政令で定める程

度の障害の状態にある

場合等も含む）の父

母、または父母に代わ

ってその児童を養育し

ている方に児童扶養手

当を支給する制度で

す。支給期間は児童が

18 歳に達した日以後の

最初の 3月末まである

いは、政令に定める程

度の障害がある場合は

20 歳未満までです。 

※所得制限あり。 

年度末受給者数 4,897 人 年度末受給者数 4,724 人 国民年金課


